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急速な少子高齢化・人口減少の下で我が国が持続的な成長を遂げるには、質の高い投資を促

すと同時に、分厚い中間層や格差を固定化しない公平で活力ある社会の形成を通じて、国民生

活や経済の安定を図る必要がある。 

社会保障はその重要な基盤であり、健康で長く働ける環境の整備や給付効率化等を通じた保

険料負担の上昇抑制により、家計可処分所得の増加に寄与するとともに、セーフティネット機能

の強化や制度の持続性への信頼性向上により、暮らしに安心をもたらすことを通じて消費の押上

げに寄与するなど、成長と分配の好循環実現に大きく貢献し得るものである。 

こうした機能の発揮に向けて、社会保障分野では、地域を問わず健康で安心して暮らせる医

療・介護提供体制の構築や、国民の健康増進へとつながるイノベーションが絶えず生まれるよう

な規制・制度整備、ＥＢＰＭやワイズスペンディング、応能負担を通じた社会保障制度の持続性の

確保を実行していく必要がある。その際、特にマイナンバー制度の利活用を徹底し、家計への効

果的な支援と費用抑制の双方を実現することも重要である。 

少子化対策への更なる対応が求められる中、こども政策も含めた将来の全世代型社会保障の

展望を示すとともに、その給付をどのような保険料・税・資産収入等の財源構成で賄うかについて

検討していく必要がある。その前提として、徹底した歳出改革と保険料負担の上昇抑制がこれま

で以上に求められている。こども政策の強化も徹底した歳出改革を大前提とすべきである。また

今年度は、新型感染症が５類となり平時への移行を早急に進める必要があるとともに、次期診療

報酬・介護報酬の同時改定をはじめ懸案の改革を進める極めて重要な年であり、この機を捉えて

社会保障改革を一層強力に前進させるべく、骨太方針に向けて、以下提言する。 

 

１．強靭で効率的な医療・介護提供体制の構築 

各地域で国民一人一人が健康で安心した暮らしを送ることができるよう、オンライン診療等のデ

ジタル技術の更なる実装を含め、次の施策に取り組み、限られた資源の最適配分を実現すべき。 

 地域医療構想は、2025年の目標年限に対して都道府県の権限強化等だけでは進展が不十分

であり、改めて実効性が確実に担保できるよう法制上の措置を講ずべき1。また、基金2による

各種支援策は、期限の定めがないところ、目標年限と整合的に医療機関の行動が促されるよ

う見直すべき。 

                                         
1 例えば、都道府県や医療機関の責務の明確化などを検討すべき。 
2 地域医療介護総合確保基金 
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 かかりつけ医機能については、医療者が信頼関係の下で継続的に患者の健康状態をケアす

ることが重要。医療機関がそのための機能を強化し、地域において必要な機能の確保が進む

よう3、かかりつけ医機能報告制度を国民の信頼が得られる実効性の高いものに具体化すべ

き。また、国民が適切な医療機関を選択できるよう、医療機能情報提供制度を拡充すべき。 

 医療・介護分野での他職種間や同一職内でのタスク・シフト／シェアは、来春の医師の時間外

労働規制施行、在宅サービスの増大等に備えるため、まったなしの課題。医師、看護師、薬剤

師等、様々な職種間の連携や業務の重なり合いも含め、できるものから直ちに実行すべき。4 

 更なる高齢化の下では、医療・介護等の一体提供を行う地域包括ケアシステムがますます重

要。介護報酬改定では、医療機関、訪問看護事業所、薬局、介護サービス事業所等の効果的

な連携や在宅サービスの充実の推進とともに、実効性を高めるため、科学的根拠に基づく効

果的なサービスによる日常動作の維持改善等のアウトカムを重視して配分を見直すべき。 

 介護の担い手不足やビジネスケアラー増大5に対し、ＮＰＯや民間企業による「共助」とも連携

した対策が必要。ＩＣＴ機器・ロボットの利活用や経営の大規模化により介護事業者の生産性

向上を図るとともに、家事支援や送迎等の介護保険外サービスの振興及び利用促進や、企

業向けガイドラインの整備等による企業における介護と仕事の両立に係る取組を推進すべき。 

 
２．医療・介護分野でのイノベーション創出に向けた環境整備 

医療・介護は、新たな担い手の参入を通じたヘルスデータの積極活用（ＨＸ）や、国際競争力の

ある新薬の開発等により、産業として高付加価値を生み出す可能性を秘めた分野。イノベーショ

ンが創出されるよう規制・制度整備を推進し、その便益が、予防・健康づくりやサービスの効率

化・質の向上等、社会全体で享受されるようにすべき。 

 電子カルテ標準化や全国医療情報プラットフォーム構築は、医療ＤＸ推進本部が定める工程

表に沿って着実に実行するとともに、本人同意の下での自治体や介護事業者等の閲覧可能

主体の追加や利用可能な情報の拡大（予防接種情報等）など、更なる拡充を図るべき。 

 イノベーション促進には、ヘルスデータが創薬や医学研究など社会のために二次利用される

ことが重要。独法等に分散するデータへの研究者等の円滑なアクセスの確保、必ずしも患者

の同意に依存しないデータ提供が可能な制度構築等、基盤整備を更に進めるべき。 

 国民の健康づくりには、ＰＨＲ（Personal Health Record）を活用した民間サービスにより、本人に

自身の健康状態を通知し、行動変容を促していくことも重要。このため、データ標準化等の事

業環境整備を行うとともに、大学とも連携しつつ、具体的なユースケース創出を進めるべき。 

 創薬力強化に向けては、有効な新薬の創出企業が収益を上げ、その資金で次の新薬開発が

進むという好循環が必要。薬価改定では、新薬の薬価算定の改善や特許期間中の更なる薬

価特例など新薬創出を強力に後押しすべき。同時に、長期収載品の負担やその他薬剤自己

負担の在り方等、保険制度の持続性確保に向けた見直しを進めるべき。 

                                         
3 24時間を通じ、妊産婦から小児、高齢者までの幅広い層や様々な診療・介護ニーズへの対応を行うには、医師を含

む多職種連携によるグループがかかりつけ医機能を担うことも推進すべき。 
4 産業保健についても、国民の健康増進を確保するため、産業医や保健師・看護師、健診機関、健康管理サービス会

社等の連携の在り方等について、時代の変化に対応した見直しを行うべき。 
5 ビジネスケアラー（仕事をしながら家族等の介護に従事する者）は、2017年253万人から2030年には318万人へと増加

が見込まれ、その結果、仕事と介護の両立困難等による労働生産性損失額等は2030年時点で9.2兆円程度と見込ま

れている。（出典：経済産業省 産業構造審議会・経済産業政策新機軸部会 2023年３月14日資料） 
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３．社会保障制度の安定性・持続性の確保 

持続可能な社会保障制度を構築するには、経済再生と財政健全化の両立を図るというマクロ

政策運営と整合的な形で、支え手を増やしながら、中長期的に給付と負担のバランスが保たれる

よう不断の見直しを行っていく必要がある。こうした観点から次の取組を着実に進めるべき。 

 序文の認識に立ち、最新の将来推計人口や働き方の変化等を踏まえた上で、こども政策も

社会保障のフレームに含めた新たな給付・負担の将来見通しを明らかにすべき。 

 健康寿命が70歳を超える中、年齢にかかわらず仕事を通じて活躍し、支え手に回ることが重

要。生産年齢人口の年齢区分の見直しとともに、年金を含め高齢者の就業を妨げない制度

整備を推進すべき。また、女性の労働参加・正規化も同様に重要であり、年収の壁の解消や

子育てと仕事の両立支援の強化を図るべき。 

 その上で、高齢化に伴う給付増に対しては、保険料負担の増加を抑制するため、給付・サー

ビスの見直しに加え、所得・資産に即した応能負担の強化が必要。介護保険の給付と負担も、

応能負担等の考え方に沿って検討し、利用者２割負担の判断基準や１号保険料負担、多床

室の室料負担の見直しは早期に結論を得るべき。 

 緊急包括支援交付金等、コロナ禍で拡大した支出は早急に平時の状態に戻すべき。また、

政策効果の検証とそれによる有効な政策立案のためにはデータ整備が不可欠。医療法人の

財務情報のデータベースは、できるだけ早期に全ての保険医療機関へと対象を拡大すべき6。

さらに、保険給付の内外にかかわらず医療・介護サービスを包括的に捕捉できる国際基準

（OECD Health Expenditure）での速やかなデータ整備と公表の早期化を実現すべき。 

 さらに、医療サービスの質の地域差是正・標準化による一人当たり医療費の地域差半減、医

師・薬剤師の連携等によるリフィル処方箋の所期の効率化効果の達成7、ＯＴＣ医薬品・検査

薬の拡大、バイオシミラーの研究開発・普及促進等、改革工程表の施策を着実に推進すべき。 

 

４．ＤＸの利活用を通じた徹底的な行財政効率化と効果的な子育て支援の推進 

 マイナンバーカードの申請の累計は岸田政権の下で約１億件に倍増し、ほぼ全ての国民に普

及。この成果を最大限活用し、マイナンバー制度を核とする行政ＤＸを本格化すべき。社会保障

の効率化や安定性・持続性の確保につなげるとともに、こども家庭庁とデジタル庁の連携により、

デジタルネイティブ中心の子育て家庭への効果的な支援に活用すべき。 

 社会保障におけるデータ蓄積やＡＩ等イノベーションの活用を通じ、ＥＢＰＭによるワイズスペ

ンディングを徹底し、サービスの利便性向上と費用抑制を両立すべき。 

 多様化する子育て家庭の状況に効率的かつきめ細かく応えるため、共通基盤であるマイナ

ポータルの機能拡充と活用促進の徹底が重要。家庭が様々な支援策から選択できる形に施

策の在り方をシフト8させるとともに、真に必要とする者にはプッシュ型支援を原則とすべき。 

 こうした支援を実現させるためにも、地方自治体の基幹業務システムの統一・標準化におい

ては、実務を担う基礎自治体からの意見をよく聴きながら、効率的な情報連携を可能とする

機能を同時に搭載すべき。 

                                         
6 医療機関については、公的価格評価検討委員会の方針に沿って、職種別給与の提出についても義務化も含めて不断の見

直しを図るべき。介護事業者についても、保有資産を含めた財務情報の見える化を進めるべき。 
7 リフィル処方箋は、前回診療報酬改定時に▲0.1％の費用削減効果を前提として予算編成が行われたが、その効果は簡易

試算によれば▲0.01％にとどまっている。（出典：財務省 財政制度等審議会・財政制度分科会 2023年５月11日資料） 
8 例えば、出産・子育て交付金では、各自治体が出産・育児関連商品のクーポン支給、妊婦検診交通費やベビー用品等の費

用助成、産後ケア・一時預かり・家事支援サービス等の利用料助成・減免の中から支給形態を判断することが想定されている。 


